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令和４年度 １２月補正予算案の概要 
  

 長期化するエネルギー価格や物価の高騰等の影響により厳しい状況に置かれている事業者、県民への更なる支

援に要する経費に予算措置を講じるとともに、脱炭素社会に向けた設備導入の追加支援や、公共事業等の施工時

期の平準化及び適正工期の確保を図るなど、当面対応すべき事業について補正予算を編成した。 

   

 【補正予算の内容】 

  （１）エネルギー価格・物価高騰等の影響を受ける事業者・県民への緊急支援 

  （２）脱炭素社会に向けた省エネ・再エネ設備導入の促進 

  （３）公共事業等の施工時期の平準化・適正工期の確保 

  （４）その他 
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１ 補正予算額 
 

区 分 補 正 前 補 正 額 計 

一 般 会 計（第５号） ２兆４，０８５億９，５４４万８千円    １１５億２，６９５万４千円 ２兆４，２０１億２，２４０万２千円 

特 別 会 計 １兆２，３２６億１，９４０万１千円   ２６９億８，０５５万５千円 １兆２，５９５億９，９９５万６千円 

公営企業会計      １，８４５億３，４８０万円    ９８億４，１０８万２千円      １，９４３億７，５８８万２千円 

合 計 ３兆８，２５７億４，９６４万９千円    ４８３億４，８５９万１千円 ３兆８，７４０億９，８２４万円 

 

 

 

２ 補正予算の財源内訳（一般会計） 
 

歳 出 
財 源 内 訳 

国庫支出金（※） 諸 収 入 繰 越 金 

１１５億２，６９５万４千円 ４０億６，３３０万３千円 １億８，１５６万９千円 ７２億８，２０８万２千円 

※  国庫支出金の内訳 

   ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金    ４０億６，３３０万３千円 
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３ 補正予算の主な内容（特に記載がないものは一般会計の内容） 

    
   ア 県内地域公共交通事業者に対する支援                            ４億７，２３０万円 

     県内の乗合バス及びタクシー事業者の運行継続を更に支援するため、燃料費高騰の影響分を補助する。 

    ＜繰越明許費の設定＞                              【企画財政部】 
 

     イ 県内医療機関等に対する支援                               ３８億３，６７０万円 

     高騰する光熱費等の影響を緩和するため、病院、一般・歯科診療所、分娩取扱助産所、調剤薬局、施術所 

    に対し補助する。                                                                 【保健医療部】 
      
    ウ 県内中小企業等の資金繰りへの支援                         ２，０００万円 

    資金繰りが厳しい中小企業等を支援するため、経営行動計画の実現に向け金融機関のサポートが受けられ 

   る伴走支援型経営改善資金の融資枠を拡大（２００億円→４００億円）する。      【産業労働部】 

    令和５年度以降＜債務負担行為の設定＞  限度額 ５億８，０００万円                        
   
    エ 企業の価格転嫁に向けた環境整備                                   ２，５３４万７千円 

     県内企業に対し、原材料費等の高騰に応じ適切な価格転嫁を促進するためパートナーシップ構築宣言の登 

   録を働き掛けるとともに、価格転嫁しやすい気運醸成のため効果的な広報等を実施する。 【産業労働部】 
   
  オ 県産農産物販売促進キャンペーンを通じた農業者支援及び家計負担軽減    ２億  ６６０万３千円 

    県産農産物の取扱店の拡大による購入機会の増加及び県民の家計負担の軽減を図るため、量販店等が行う 

      販売促進キャンペーンに対し補助する。                            【農林部】 
   
  カ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業に係る費用の追加（母子父子寡婦福祉資金特別会計）６，５８９万７千円 

    ひとり親世帯等に対する修学資金や就学支度資金など各種資金の今後の貸付見込みが当初の想定を上回る 

      ため、貸付に要する原資を増額する。                            【福祉部】 

（１）エネルギー価格・物価高騰等の影響を受ける事業者・県民への緊急支援 ４６億２，６８４万７千円 
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（２）脱炭素社会に向けた省エネ・再エネ設備導入の促進 １０億３，１２７万６千円 

 
  ア 省エネ・再エネ設備導入に向けた県内中小企業等に対する支援           １０億３，１２７万６千円 

    高騰する光熱費等の影響の長期化を見据え、その緩和を図りつつ、県内中小企業等におけるエネルギー使 

   用量及びＣＯ２排出量の削減を加速させるため、空調設備、ボイラー等の更新及び太陽光発電設備、蓄電池 

   等の導入経費を補助する。＜繰越明許費の設定＞                                       【環境部】 
 

（３）公共事業等の施工時期の平準化・適正工期の確保  

     
    ア 施工時期の平準化＜債務負担行為の設定＞                       

   （ア）公共事業等                              限度額 １０４億２，７６６万円 

                                 【農林部】【県土整備部】【都市整備部】 
 
   （イ）県有施設エレベーター改修事業                              限度額 ４，３７８万６千円 

                                               【総務部】 
 
   （ウ）県立高校大規模改修事業等                          限度額 ３７億５，５７５万３千円 

                                                                  【教育局】 
    
   （エ）工業用水道施設・水道施設修繕事業等（工業用水道事業会計・水道用水供給事業会計） 

                                    限度額 ８億３，４６７万２千円 

                                                                  【企業局】 
 
  イ 適正工期の確保＜繰越明許費の設定＞                 １４６億８，３０７万８千円 

                                 【農林部】【県土整備部】【都市整備部】 
 
  

   



- 5 - 

 

（４）その他    ４２６億９，０４６万８千円 

       
   ア 県議会における情報ネットワークの整備＜債務負担行為の設定＞   限度額 ２億４，２３５万円                                                                             

     更なるペーパーレス化やオンライン会議・リモートワーク環境の充実等を図るため、利便性の向上とセキ 

   ュリティの確保を実現する「第６次議会情報ネットワーク」を構築する。           【議会事務局】 
 

    イ 森林管理道の冬期における通行確保                                   ６，４８８万６千円 

      令和４年９月に発生した大規模な土砂崩落により通行止めとなった県道中津川三峰口停車場線の迂回路と 

   するため、森林管理道金山志賀坂線の除雪対策等を実施し緊急時の車両等の通行を確保する。 【農林部】 
 
  ウ 競輪事業に係る費用の追加（公営競技事業特別会計）          １４０億３，２３５万９千円 

    競輪事業のインターネット販売が好調に推移し、今後の売上額の見込みが当初の想定を上回るため、レー 

   スの払戻金や収益増加に伴う一般会計繰出金等を増額する。                 【総務部】 
 
  エ 国民健康保険事業に係る費用の追加（国民健康保険事業特別会計）    １２８億８，２２９万９千円 

    新型コロナウイルス感染症の第７波等の影響で市町村の保険給付に要した費用の見込みが当初の想定を上 

   回るため、市町村に対する交付金を増額する。                        【保健医療部】 
     

    オ 嵐山花見台工業団地拡張地区産業団地整備事業の継続費の変更（地域整備事業会計） 

                                         △３，９５６万５千円 

    軟岩地盤であることが判明し追加の対策工事を行うため、造成計画を変更する必要性が生じたことから、 

   事業期間を延長するとともに総額を増額する。                      【企業局】 

      期間の延長 平成３０年度から令和４年度 → 平成３０年度から令和５年度 

     総額の増額 ２億９，０００万円                        

           うち、令和４年度年割額  △３，９５６万５千円 

           うち、令和５年度年割額 ３億２，９５６万５千円 
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  カ 県有施設等における光熱費等の増額                            

   （ア）県庁舎・県立学校・警察署等の施設や道路照明灯・信号機等の設備   ３８億６，５０８万５千円 

                             【総務部】【環境部】【福祉部】【保健医療部】【農林部】 

                            【県土整備部】【都市整備部】【教育局】【警察本部】 
    
   （イ）浄水場・中継ポンプ所・地域整備事務所 

      （工業用水道事業会計・水道用水供給事業会計・地域整備事業会計）   ３９億１，４０２万４千円 

                                              【企業局】 
 
   （ウ）水循環センター・中継ポンプ場（流域下水道事業会計）        ５９億６，６６２万３千円   

                                             【下水道局】 

 


